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１．地域公共交通計画の記載事項

【法定の記載事項】

 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に関

する基本的な方針

 計画の区域

 計画の目標

 計画の目標を達成するために行う事業・実施主体

 計画の達成状況の評価に関する事項

 計画期間

 その他計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項

【記載に努める事項】

 計画に定められた目標を達成するために行う事業に関する資金の確保に関する事項

 地域における潜在的な輸送需要に的確に対応するために必要な当該地方公共団体、公共交通事業者

その他の地域の関係者相互間の連携に関する事項 等 1

福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

地域公共交通計画に記載が必要な事項については、「地域公共交通の活性化及び再

生に関する法律」（以下「地域交通法」という。）で定められており、以下のとおり

です。



１．地域公共交通計画の記載事項
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

国土交通省「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き」（第４版（令和５年１０

月））記載されている地域公共交通計画記載事項の留意点は、以下のとおりです。

法定の記載事項 留意点

基本的な方針 ・地域が目指す将来像及びその骨格となる公共交通軸を具体的かつ即地
的に定める。
・将来像の中で公共交通が果たすべき役割を明確化した上で、公共交通
の活性化及び再生に向けた方向性を記載すること。

計画の区域 個別的、局所的にならないよう留意すること。

計画の目標 ・可能な限り具体的かつ明確な目標（定性的）を設定すること。
・地域が自らの目指す方向性を具体的な数値目標として明示すること。
（地域公共交通の利用者数や収支状況、公的負担額など事業の効率性に
関する指標については、定量的に記載するよう努めること）等

事業・実施主体 ・地域旅客運送サービスの実現のために必要な事業・実施主体を整理し
て記載すること。
・事業については、可能な限り具体的かつ明確に記載すること。（施
策・事業名、事業の概要、実施主体、実施時期等）



１．地域公共交通計画の記載事項

3

福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

（※前のページからの続き）

法定の記載事項 留意点

達成状況の評価 ・達成状況の評価時期は原則として、毎年度、計画に定められた施策の
実施状況に関する調査、分析及び評価を行うこと。
・毎年度の定期的なフォローアップに加え、計画に位置付けられた各種
事業の実施状況を適切に管理することが重要。

計画期間 ・原則５年間程度。
・ただし、計画目標や地域の実情等を踏まえ、柔軟な設定も可能。



２．福島県地域公共交通計画の構成

１．序論

１－１ 計画の目的 １－２ 計画の区域 １－３ 計画の対象 １－４ 計画の位置付け

１－５ 計画の期間 １－６ 計画策定に当たり実施した調査

２．本県の地域公共交通を取り巻く現状と課題

２－１ 県全体の課題 ２－２ 圏域別の課題

３．基本的な方針と目標

３－１ 基本的理念・基本方針 ３－２ 計画の目標

３－３ 指標の算出方法と目標値の設定方法 ３－４ 地域公共交通ネットワークの将来像

４．目標達成のための施策及び事業

４－１ 施策体系 ４－２ 各事業の内容 ４－３ 事業の実施スケジュール

５．計画の推進及び評価方法

５－１ 計画の推進体系 ５－２ ＰＤＣＡサイクルによる評価・検証
4

福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

福島県地域公共交通計画（素案）では構成は以下のとおりです。なお、これまでの

会議等で示した現状分析に関する資料については、読みやすさの観点から「資料編」

としてまとめる予定です。



３．福島県地域公共交通計画の対象
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

福島県地域公共交通計画（素案）の対象は以下のとおりです。

分類 交通モード

広域交通
（広域的・幹線的な地域公共交通）

 鉄道（在来線・地域鉄道）
 広域路線バス
 高速バス

 福島県が策定する地域公共交通計画は、市町村をまたいで運行する広域交通

に重点を置き、方針等を示すもの。

 市町村内で完結し域内の移動を支える地域公共交通（域内交通）については、

各市町村により異なる移動特性等を踏まえて、個別に適切な対応が求められる

ため、市町村単位及び圏域単位の計画に位置付ける。

 よって、市町村が策定する地域公共交通計画は、域内交通の方針等を示すも

のになる。



４．福島県地域公共交通計画の期間
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

これまでは、計画期間を「５年間」とするとしていましたが、以下の理由により

「7年間」とする予定です。

 上位計画である福島県総合計画の計画期間との整合性を図るため

【作業スケジュール（案）】

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

総合
計画

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目

交通
計画

策定 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

※なお、鉄道事業再構築事業の実施に当たり、当該事業の実施期間は１０年間以上とされてい

るが、地域公共交通計画の期間内である必要がない旨、東北運輸局確認済。

年度
計画



５．福島県地域公共交通計画の数値目標
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

「住民等の公共交通の利用者」、「公共交通の収支」、「公共交通への公的資金額」は原則設定するものとさ

れています。前回の会議で示した目標①～④を踏まえ、本県地域公共交通計画では次の評価指標とする予定です。

目標①：県民や来訪者が安心しておでかけできる地域公共交通ネットワークを構築する

・乗合バスの年間利用者数

・第三セクター鉄道の年間利用者数

・広域路線バス（地域間幹線系統）に対する県の公的負担額

目標②：様々な手段がシームレスにつながり、利用しやすい環境を整える

・利用可能な路線バスにおけるキャッシュレス決済の利用率

・バス事業者及び市町村におけるオープンデータ化割合

・鉄道駅のエレベーター設置率

目標③：将来にわたり地域公共交通サービスを提供し続けられる運営・運行体制を整える

・市町村の地域公共交通計画策定率

・乗合バスの運行本数に対する乗務員の充足率

目標④：交通・他分野の様々な主体が連携・協働（共創）して地域公共交通を支える体制をつくる

・広域路線バス（地域間幹線系統）の収支率

・奥会津地域住民が、ＪＲ只見線を地域のシンボルと認識している割合

・交通ネットワークや情報基盤が十分に整備された地域に住んでいると回答した県民の割合

※指標の確認に当たって

は、交通事業者や市町村

等からの聞き取りで行う。



５．福島県地域公共交通計画の数値目標（参考）
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

直近に地域公共交通計画を策定している東北各県の数値目標は以下のとおりです。

◎青森県（令和５年３月策定）

・路線バスの年間利用者数

・広域的な路線バス（地域間幹線系統）の収支率

・地域公共交通のオープンデータの割合

・利用促進策の実施件数

・地域公共交通計画の策定市町村数

・広域的な路線バス（地域間幹線系統）への公的
資金（県）の投入額

◎秋田県（令和４年３月策定）

・乗合バス・タクシー路線の系統数・区域数

・地域公共高交通への公的資金投入額、地域間幹
線系統への公的資金投入額

・乗合バスの県民１人当たりの年間利用回数、第
三セクター鉄道利用者数

・秋田空港、大館能代空港からのリムジンバス・
エアポートライナー利用者数

・県民意識調査の「交流の持続的拡大を支える交通ネットワークの
構築」の項目に対して「十分」「おおむね十分」と回答した割合

・地域公共交通活性化チャレンジ事業申請団体数

・市町村等によるオープンデータ化実施率

・鉄道駅やバスターミナル等におけるバリアフ
リー整備実施率

・乗合バス３社の収支率、三セク鉄道２社の収支
率

・乗合バス事業者の乗務員数

・勉強会への参加率

※その他の東北各県の状況

①山形県（Ｒ３年３月策定）

②岩手県（今年度策定中）

③宮城県（今年度策定中）



５．福島県地域公共交通計画の数値目標（参考）
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

数値指標の例

（出典：国土交通省「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き」（第４版））



６．福島県地域公共交通計画の施策
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

目標①～④を達成するため、本県地域公共交通計画では次の施策とする予定です。

施策１：広域的な地域公共交通の確保維持

事業１－１：広域的な地域公共交通計画に対する継続的な支援（国、県、市町村）

事業１－２：広域的な路線バスの再編・見直しの実施（バス事業者、県、市町村）

事業１－３：鉄道の適切な確保・維持に向けた設備整備等の実施（鉄道事業者、県、市町村）

事業１－４：高速バスの適切な確保・維持に向けた検討（バス事業者、県、市町村）

施策２：交通ネットワークをつなぐ接続環境等整備

事業２－１：接続性の向上及び関係者による情報共有スキームの構築（県、交通事業者、市町村）

事業２－２：交通拠点の利用環境整備の推進（交通事業者、国、県、市町村）

事業２－３：車両購入（バリアフリー対応）に対する継続的な支援（国、県）

施策３：デジタル技術を活用した地域公共交通サービスの効率化・利便性向上

事業３－１：地域公共交通のオープンデータ化及びデータ利活用による情報発信強化
（県、交通事業者、市町村）

事業３－２：キャッシュレス決済等の普及（バス事業者、県、市町村）

※（ ）朱書き：実施主体



６．福島県地域公共交通計画の施策
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

施策４：効率的・持続的な運営・運行体制の確立

事業４－１：地域公共交通に係る利用実績データの利活用方策の確立（交通事業者、県、市町村）

事業４－２：地域公共交通の確保・維持、活性化に向けた新技術活用の研究
（交通事業者、県、市町村）

事業４－３：市町村及び圏域における計画策定等の支援（国、県）

事業４－４：乗務員確保の推進（交通事業者、県、市町村）

施策５：全県的な地域公共交通の利用に対する意識醸成の推進

事業５－１：モビリティ・マネジメントやＰＲ等活動の推進
（県、市町村、交通事業者、地域の利用者）

事業５－２：接続性の向上及び関係者による情報共有スキームの構築（再掲）
（県、交通事業者、市町村）

（※前のページからの続き）

※（ ）朱書き：実施主体



７．福島県地域公共交通計画の推進体制等
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

本計画は以下のようなスケジュール・ＰＤＣＡサイクルにより推進していきます。協議会・地

域部会の全ての委員が共通認識を持てるよう、計画の推進及び進捗管理を行っていきます。



８．地域部会（12/25～26）で出された意見
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

第４回地域部会で出された主な意見は次のとおりです。

項 目 内 容

指 標 【乗合バスの年間利用者数】
・利用者の減少とともに便数も減少しているため、コロナ禍前の水準に戻すのはかな
り厳しい。
・コロナ禍による利用者の減少は生活スタイルによるものであり、この部分は変えら
れない。利用者の多い・少ないで判断することが適当ではない場合もある。
・乗合バスの年間利用者数が増加に転じることは難しいのではないか。素案の目標値
に人口減少率を乗じる等、人口減少を加味した目標設定が望ましいのではないか。

指 標 【市町村の地域公共交通計画策定率】
計画策定率を評価指標に設定するのは相応しくない。市町村では人員不足や財政面で
課題があり、計画策定を見送っているところもある。指標とするのであれば、広域的
な計画策定でも了とすることや県の強力な支援をお願いしたい。

施 策 新モビリティ導入に触れていない。公共交通の車両に対するゼロカーボンの取り組み
（ＥＶバス・水素バス）等、県の計画が市町村の取り組みとなるような方向性を示し
てほしい。

施 策 会津にインバンドが戻ってきていない。会津鉄道・野岩鉄道を利用して会津まで来て
もらえていないため、インバウンド向けの商品造成に力を入れてもらいたい。

施 策 運転手不足について。大型二種免許の運転手をどのように県で確保していくのか具体
的に提示してもらいたい。即効性・実効性がある施策をお願いしたい。



８．地域部会（12/25～26）で出された意見
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福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会

項 目 内 容

施 策 ・市町村では高齢者等の交通弱者に対して、バスやタクシーの助成券の配布を進めて
いる状況であるため、施策として記載してほしい。また、市町村が実施する助成事業
に対する県補助を創設してほしい。

（※前のページからの続き）


